
Again市町村アカデミー 講義

デジタルトランスフォーメーション（以下、DX）
の重要性は、民間企業だけではなく行政機関にお
いても、現代の社会変化に適応するための必要不
可欠な課題として認識されています。特に、自治
体においては、DXの推進が業務の効率化や住民
サービスの向上、ひいては地域全体の競争力を高
めるための重要な手段となっています。DXは単な
る技術革新にとどまらず、業務のデジタル化、組
織文化の変革、そして効率的なリソースの管理を
実現します。DXの推進にあたっては、業務生産性
を向上させ、限られたリソースを最大限に活用す
るための手段として、職場全体でタイムマネジメ
ントに取り組むことで、これらの変革を効果的に
進めることができます。

ここでは、自治体におけるDX推進の意義、具体
的な取り組み方、そしてDX推進を支えるタイムマ
ネジメントの必要性とその実践方法について、具
体例を交えながら解説いたします。

1　DX推進の意義と必要性

1.1 　DXとは何か？
DXとは、組織がデジタル技術を用いて業務プロ

セスを再設計し、組織文化を変革していくことを
意味します。これは、単なるITシステムの導入や
デジタルツールの使用ではなく、組織運営全体を
変えるプロセスです。DXは、組織の内部プロセス
を効率化するだけでなく、新たなビジネスモデル
やサービスを生み出し、住民サービスの向上や行
政の透明性向上につながります。デジタル技術を
効果的に活用することで、自治体の業務はより迅
速かつ、正確に進行するようになります。

例えば、自治体・一般企業に限らず、従来紙ベー
スの処理が主流であった各種申請手続き業務を考
えてみます。これらの業務をDXによりオンライン
化すると、データ入力やデータチェック、これら
の関連作業が大幅に縮小でき、業務にかかる時間
とコスト削減につながります。また、迅速かつ正
確なサービス提供も可能となり、申請業務全体の
効率化、さらには、顧客の利便性や満足度の向上
にもつながるでしょう。

また、DXの取り組みとしてのデジタルツールの
活用が進むことで、関係者間のコミュニケーショ
ンが円滑になり、チーム全体の業務効率の向上が
期待できます。プロジェクト管理ツールやチャッ
トツールの導入は、場所や時間を問わない、リア
ルタイムでの情報共有、効率的な業務の促進につ
ながります。こうしたツールは、特にリモートワー
クやテレワークが一般化している現代において、そ
の効果を最大限に発揮するでしょう。

1.2　自治体におけるDXの重要性
自治体におけるDXの重要性は、日本が直面する

社会的課題、特に少子高齢化や人口減少に強く関
連しています。これらの課題に対処し、限られた
リソースの中で効率的に質の高い行政サービスを
提供するためには、従来の紙ベースや手作業のプ
ロセスを見直し、デジタル技術を活用して業務を
再構築することが不可欠です。

日本全国の多くの自治体では、人口減少により
住民からの税収が減少し、同時に少子高齢化によ
り、福祉や医療などの公共サービスに対するニー
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ズが増加しています。これに伴い、自治体の財政
は圧迫される一方です。こうした現状に対処する
ためには、行政運営において従来の方法ではなく、
効率的で革新的な手法を取り入れることが必要で
す。DXの推進は、こうした厳しい環境下において、
行政サービスの品質を向上させつつ、コストを削
減するための効果的な方法です。

例えば、福祉サービスの提供プロセスをデジタ
ル化することで、これまで手作業で行われていた
申請処理やデータ管理が自動化され、職員の業務
負担が軽減されます。また、住民に対するサービ
ス提供のスピードが向上し、結果として住民の満
足度も向上します。こうしたプロセスの改善は、自
治体のDX推進の成功例の一つとして複数の事例
が見受けられ、いくつかの自治体では、オンライ
ン申請やリモート対応を導入することで、従来の
プロセスを大幅に効率化し、職員の働き方改革も
実現しています。

DXがもたらすもう一つの利点は、自治体の財政
的な持続可能性を向上させることです。自治体が
限られたリソースで効率的に業務を遂行できれば、
予算の効率的な運用が可能になります。例えばAI
やRPA（ロボティック・プロセス・オートメー
ション）を活用して「繰り返し作業」を自動化す
ることで、職員がより付加価値の高い業務に専念
できるようになります。これにより、自治体のコ
スト削減とサービス品質の向上が同時に実現され
るのです。

さらに、DXを推進することで、自治体の透明性

が向上し、住民との信頼関係が深まる効果も期待
できます。例えば、オンラインでの情報公開やオー
プンデータの活用により、住民が自治体の財政や
政策などの情報にアクセスしやすくなることで、住
民は自治体の活動をより理解しやすくなり、自治
体への信頼が向上します。

1.3　DX推進のための基本ステップ
DXを自治体で推進するためには、いくつかのス
テップを段階的に進めることが必要です。DXは技
術的な導入だけでなく、組織全体の業務フローや
文化を見直し、新しいデジタル技術を効果的に活
用するための包括的な戦略を必要とします。この
セクションでは、DXを効果的に進めるための基本
的なステップを紹介します。

最初に行うべきは、組織全体でDXの意義や目的
を理解し、全職員がその方向性に一丸となって取
り組むための意識改革を行うことです。多くの自
治体では、技術の導入に対して職員の理解が十分
に得られないことがDX推進の大きな障害となって
います。したがって、まずはDXが自治体の将来に
とって不可欠なものであることを全職員に周知し、
その必要性を理解してもらうことが重要です。こ
のためには、職員向けの研修やワークショップを
定期的に実施し、DXの基本概念や具体的な導入事
例を共有することが有効です。

次のステップはデジタル技術に精通した人材の
育成と確保です。自治体にはデジタル技術に関す
る専門的な知識を持った人材が不足している場合
が多く、これがDX推進の大きな障壁となっていま
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す。この問題に対処するためには、既存の職員に
対してデジタルスキルを向上させるための研修を
行うことが求められます。また、外部からデジタ
ル技術に精通した専門家を招聘し、デジタル化を
推進することも、人材確保のための一つの手段で
す。

そして３番目のステップでは、自治体の業務プ
ロセス全体を棚卸しし、どの部分をデジタル化す
れば最大の効果が得られるのかを検討します。単
に既存の業務フローをデジタル化するだけでは十
分な効果を得られない場合が多く、業務プロセス
そのものを見直し、効率化することが求められま
す。業務プロセスを再設計する際には、デジタル
技術の特性を活かしたフローに再構築し、業務の
効率化と住民サービスの向上を目指すことが重要
です。

2　タイムマネジメントの重要性と実践方法

2.1　タイムマネジメントとは？
次に、タイムマネジメントについて考えてみま

しょう。タイムマネジメントは、限られた時間を
効果的に管理し、業務の生産性を最大化するため
の手法です。特に自治体では、リソースや時間が
限られていることが多いため、業務を効率的に進
めるためにはタイムマネジメントが欠かせません。

時間は限られたリソースであり、その有効活用

が組織全体の生産性に大きく影響します。自治体
の業務は多岐にわたりますが、その中には優先度
が高い業務と、時間をかける必要のない業務があ
ることでしょう。これらを適切に仕分けし、重要
な業務にリソースを集中させることで、限られた
時間内に最大の成果を上げることができます。自
治体においては、住民対応や各種手続きの進行管
理が非常に重要であり、職員一人ひとりがタイム
マネジメントを適切に行って、これらの業務を効
率的に進める必要があります。

タイムマネジメントを成功させるための基本原
則の一つは、まず具体的な目標を設定し、その目
標に基づいて業務の優先順位を決定することです。
業務の優先順位が明確でない場合、職員は重要で
ないタスクにも時間を割いてしまい、結果的に生
産性が低下します。しかし、適切な優先順位を設
定することで、職員は最も重要な業務に集中する
ことができ、業務全体の効率が向上します。

また、タイムマネジメントの効果を最大限に引
き出すためには、スケジュールの徹底管理が必要
です。１日の始まりに、どの業務をどの時間に行
うかを計画し、時間の無駄を最小限に抑えます。
この計画には、業務の開始時間と終了時間を明確
に設定することが重要で、これにより業務が遅延
することなく効率的に進められます。

地方自治体におけるDX推進の基本ステップ

Napkin AI（https://app.napkin.ai/）で生成した図を基に、著者により一部を編集
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タイムマネジメントは、DXを推進するうえでも
不可欠な要素です。DXの推進に伴い、新しいシス
テムやプロセスが増えるため、それに対応するた
めの時間が必要になります。ここで重要なのは、
DX推進における新しい業務と従来の業務のバラン
スを取りながら、適切な時間配分を行うことです。
タイムマネジメントを適切に行うことで、職員が
新しい技術やシステムに対応する時間を確保でき
るだけでなく、日常業務の生産性も維持できるよ
うになります。

2.2　タイムマネジメントの実践方法
タイムマネジメントを効果的に実践するための、

いくつかの手法をご紹介します。一つ目は前述の
通り、日々の業務スケジュールを詳細に計画する
ことです。１日の始まりに、その日中に達成すべ
き業務をリストアップし、どのタスクを優先的に
処理するかを決定します。この計画には、業務の
開始時間と終了時間を明確に設定することが含ま
れます。

二つ目は、定期的に時間の使い方を振り返り、改
善点を見つけることです。例えば、１週間の終わ
りに自分のスケジュールを見直し、無駄な時間が
あったかどうか、改善できる部分はないかを確認
します。無駄だと感じた時間の使い方が見つかれ
ば、取り組む時間帯や仕事の段取りを見直して、次
回以降の業務がより効率的に進められるよ
う、対策を考えます。

三つ目は、業務の優先順位を適切に設定
することです。業務の優先順位の判断は、
効果的なタイムマネジメントの実践には欠
かせません。すべての業務を等しくこなす
のではなく、優先度の高い業務に集中する
ことで、時間を含む業務に必要なリソース
を最大限に活用することが可能となります。
自治体業務には、緊急性の高いものもあれ
ば、計画的に進めるべきものもあります。
これらの業務を適切に区分し、どの業務に
時間をかけるべきかを明確にすることが、
タイムマネジメントを成功させる鍵となり
ます。

タイムマネジメントの実践方法としては、以下
のステップを実行することが効果的です。

１．業務の棚卸しと目標設定: 
　�　まず、自分の業務を棚卸しし、現在進行中の
業務がどのような優先順位を持つべきかを検討
します。これは、毎週または毎月、定期的に実
施することで、業務の進行状況や優先順位を常
に見直し、効率的なタイムマネジメントが可能
になります。

２．スケジュール管理と時間のブロック化:
　�　１日のスケジュールを細かく設定し、各業務
にかける時間を明確にします。重要なタスクに
は時間のブロックを設け、他の業務や会議が割
り込まないようにします。また、休憩時間やス
キルアップのための時間も確保し、業務の効率
だけでなく、職員の健康やモチベーション維持
も考慮します。

３．デジタルツールの活用:
　�　タイムマネジメントには、デジタルツールの
活用も効果的です。例えば、Google Calendarや
Microsoft Outlookなどのカレンダーアプリを活
用することで、スケジュールをリアルタイムで
共有すれば、業務を円滑に進めることができま
す。リマインダー機能を使って重要なタスクを
忘れないようにすることもできます。また、タ
スク管理ツール（TrelloやAsanaなど）を用い

Napkin AI（https://app.napkin.ai/）で生成した図を基に、著者により一部を
編集

タイムマネジメントの効果的な実践手法
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ることで、進捗状況を可視化し、効率的な業務
管理が可能になります。

3　DXとタイムマネジメントの相互作用

3.1　DX推進と時間の効率化
DXを推進することで、自治体の業務は大幅に効

率化され、時間の有効活用が可能になります。デ
ジタル化された業務プロセスは、職員が従来より
も迅速かつ正確に業務を遂行できるようになるだ
けでなく、住民に対するサービスも向上します。

先に挙げた申請手続きや情報提供プロセスのオ
ンライン化を例にとると、住民は物理的に役所に
出向く必要がなくなり、24時間いつでも手続きが
可能となります。職員にとっても、手作業で行っ
ていたデータ入力や確認作業が自動化されるため、
業務にかける時間が大幅に短縮され、そこに費や
していた時間を他の重要な業務にあてることがで
きるため、業務全体の効率が向上します。

また、RPA（ロボティック・プロセス・オート
メーション）を活用することで、定型業務を自動
化し、さらに業務効率を高めることができます。
RPAは、例えば定期的なデータ入力や書類処理と
いった単調な作業を代行し、職員の手間を省くこ
とができます。これにより、職員はよりクリエイ
ティブで付加価値の高い業務に専念することがで
き、業務の質を向上させることができます。

DXを進めることによって、自治体はより多くの
時間を確保し、その時間を他の重要な業務に充て
ることが可能になります。たとえば、福祉サービ
スや防災計画の立案といった、自治体の中でも特
に重要な業務に焦点を当てることで、住民に対す
るサービスの質を高め、自治体全体の運営効率を
向上させることができます。

3.2　タイムマネジメントとDXの相互支援
DXとタイムマネジメントは互いに補完し合う関

係にあります。タイムマネジメントがうまく機能
することで、DXの推進に必要な時間やリソースを
確保することができ、また、DXを通じて業務が効
率化されることで、タイムマネジメントの効果も

高まります。

DXを推進するためには、まず現行の業務プロセ
スを見直し、どのプロセスをデジタル化すること
で最大の効率化が図れるかを検討する必要があり
ます。このプロセスをスムーズに進めるためには、
適切なタイムマネジメントが求められます。DXの
推進に伴って発生する新たなタスク（システムの
設定、職員のトレーニング、住民への周知など）
を既存の業務とバランスよく進めるためには、職
場全体でのタイムマネジメントが機能しているこ
とが非常に重要です。

一方で、DXが進むことで、タイムマネジメント
の効果も高まります。業務がデジタル化され、シ
ステムによって自動化される部分が増えることで、
職員の業務負荷が軽減され、タイムマネジメント
がより容易になります。

このように、DXとタイムマネジメントは相互に
支援し合う関係にあり、どちらか一方が成功すれ
ば、もう一方も成功する確率が高くなります。DX
を効果的に進めるためには、タイムマネジメント
のスキルを向上させ、限られた時間内で最大の成
果を上げるための取り組みが必要です。

4　DX推進における課題と解決策

4.1　人材不足とスキルギャップ
DX推進における最大の課題の一つが、人材不足

とスキルギャップです。自治体では、デジタル技
術に精通した職員が不足しているケースが多く、こ
れがDX推進の大きな障害となっています。
この問題を解決するためには、まず自治体全体

でデジタルリテラシーの向上を図るための研修プ
ログラムを導入することが必要です。基礎的なIT
スキルから始まり、最終的にはデータサイエンス
やAIの活用といった高度なスキルを習得するため
の段階的なプログラムが効果的です。職員がデジ
タル技術に対する理解を深めることで、業務効率
が向上し、DX推進が加速するでしょう。

また、内部リソースだけでなく、外部の専門家
の活用も推奨します。外部のIT企業やコンサル
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ティングファームと連携し、自治体のデジタル化
のサポートを受けることで、よりスムーズなDX推
進が実現できます。外部リソースの活用は、技術
的な知識不足を補い、最新の技術を迅速に導入で
きます。

4.2　組織文化の変革と意識改革
DXを進めるためには、組織文化の変革と職員の

意識改革も必要です。従来の業務慣行や働き方に
固執している職員が多ければ、DXの導入は困難で
す。職員一人ひとりが新しい技術や手法に柔軟に
対応し、積極的に取り組む姿勢が求められます。

組織文化の変革には、リーダーシップが重要な
役割を果たします。上層部がDXの意義を理解し、
積極的に推進する姿勢を示すことで、職員全体の
意識改革が進みます。さらに、DXの成功事例を共
有し、実際にどのように効果があったのかを示す
ことで、職員のモチベーションを高めることがで
きます。

また、職員間のコミュニケーションを円滑にし、
チーム全体でDXを進めるための環境を整えること
も重要です。デジタルツールを活用したプロジェ
クト管理や情報共有を行うことで、業務の透明性
が高まり、職員同士の連携が強化されます。これ
により、DX推進のスピードが加速し、自治体全体
でのDXの成功が期待できます。

5　DX推進とタイムマネジメントが実現する未来

5.1　これからのタイムマネジメント
タイムマネジメントの重要性は、DXが進むにつ

れてますます高まります。デジタル技術の導入に
より、業務の自動化が進むことで、職員はより戦
略的で創造的な業務に集中することが求められる
ようになります。これにより、時間の使い方を効
率的に管理し、最大の成果を上げることが求めら
れます。

タイムマネジメントの未来は、デジタル技術と
密接に結びついています。今後は、AIを活用した
スケジュール管理や自動化ツールが普及し、より
高度な時間管理が可能になるでしょう。例えば、

AIが自動的にスケジュールを最適化し、業務の進
行状況に応じてリアルタイムで調整を行うことが
できるようになれば、職員はより柔軟に時間を管
理し、効率的に業務を進めることが可能になりま
す。

5.2　今後の展望とDXの可能性
DXは、自治体が今後の社会的課題に対応し、持

続可能な成長を遂げるための重要な手段です。今
後もデジタル技術は進化し続けるため、自治体は
常に最新の技術を取り入れ、業務の効率化と住民
サービスの向上を図る必要があります。

たとえば、AIやIoT（モノのインターネット）
を活用することで、自治体のサービスはさらに進
化します。AIによるデータ分析を活用すれば、住
民のニーズに応じたカスタマイズされたサービス
提供が可能となります。IoTを活用すれば、リア
ルタイムで地域の状況を把握し、防災や交通管理、
エネルギー管理といった分野での効率化が期待で
きます。

DXを推進することで、自治体はより迅速かつ効
果的に住民のニーズに応えることができ、地域全
体の生活品質が向上します。自治体がDXを積極
的に取り入れることで、未来の地域社会がより豊
かで持続可能なものとなるでしょう。

6　まとめ

DX推進の成功には、組織全体の理解と意識改革、
デジタル人材の育成、そして効果的なタイムマネ
ジメントが不可欠です。今後もこれらの要素を組
み合わせ、自治体業務の効率化と住民サービスの
向上を目指していくことが求められます。

DXとタイムマネジメントの相互作用を理解し、
これらを適切に活用することで、自治体は持続可
能な未来に向けて一歩前進することができるで
しょう。この講義録が自治体職員の皆様にとって
有益なガイドとなり、DX推進とタイムマネジメン
トの実践に役立つことを願っています。
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